
1.　は　じ　め　に

社会の高齢化や核家族化に伴い，独居高齢者または高齢

者だけの世帯（高齢者世帯）数が増加している［1］．加齢に

伴い何らかの疾患を発症する率が増加する［2］．そのため

遠隔地で生活する家族（遠隔地家族）は，高齢者の安否を

常に心配している．逆に，高齢者は子や孫である遠隔地家

族の生活を気にしている．相手側の生活状況を見守るため

に，電話や電子メールなどを頻繁に利用して相手側の生活

状況を確認することも可能であるが，これは一方または双

方の精神的な負担が大きいと考えられる．近年，高齢者世

帯の安否確認を目的として，赤外線センサ，ドア開閉，照

明や電化製品使用状態などの自動モニタリングに関する研

究が報告されている［3 ― 5］．これらでは，多くのセンサを

屋内に設置して見守りを行うため，間接的な手法ではある

が，細かな生活状況が把握できる．しかし，住居ごとに部

屋の間取りや家具の配置が異なるため，センサの設置位置

も変えなければならない．これにより各センサから得られ

るデータの持つ意味が住居ごとに異なってくる．これらの

データを自動解析するためには，住居ごとに解析手法を変

更する必要があると考えられる［6］．一方，サービスセン

タに電話オペレータや医療専門家を 365日 24時間待機さ

せ，専用のセンサや通信機を用いて緊急時に対応する商用

の見守りサービスが数多く販売されている［例えば 7 ― 9］．

これらのサービスでは，導入時に数万円程度のセンサや機

器などの設置費用が必要な場合が多く，さらに運用時には

人件費，通信費，システム管理費などのために月額約 5千
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円程度の料金が必要となる．これらのサービスを個人的に

契約することも可能であるが，市町村が介護の必要な独居

高齢者に対して行政サービスとして利用することもある．

しかし，介護の必要がなく日常生活動作の自立している高

齢者世帯においては，遠隔地家族が高齢者の安否を心配し

ていても，これらのサービスを購入するには費用負担が大

きいように思われる．これに対して，緊急通報には対応で

きないが商用サービスが用いているサービスセンタを利用

せず，見守りを家族間で行うことで費用負担を軽減できる

可能性が考えられる．しかし，お互いの精神的な負担が重

くならないように配慮しなければならない．

我々は，日常生活動作が自立している独居高齢者および

遠隔地家族両者の精神的・費用的な負担が少なく，お互い

が遠隔地に居住しながらも，いわゆる親子同居か同じ敷地

内に別棟住宅で親子が居住し，常に相手家族の生活の気配

を感じることのできる「バーチャル同居」状態が好ましい

と考える．本研究では，商用の緊急通報システムまでは必

要としないが，遠隔地に居住しながらも独居高齢者とその

家族がお互いを見守り合いたいとの希望を有する対象に対

して，家族間で相手側の生活状態を推測するシステムを開

発した．

2.　システム構想と特徴

高齢者との「バーチャル同居」を可能とするためのシス

テム構想とその理由について述べる．まず本研究で開発す

るシステムを利用する対象は，遠隔地に居住していること

により，高齢者世帯および遠隔地家族とも，相手世帯の生

活状況を気にかけていることを前提とする．このような親

子の関係であれば，相手世帯の住居間取り，日常生活の習

慣性や行動様式，健康状態などを把握していると考えられ

る．しかし，商用見守りサービスの高額な初期導入費用や

運用費用を個人負担してまで購入する必要を感じないと仮

定する．つまり，本システムは商用見守りサービスが含む

緊急通報を行うことを目的としていない．例えば，ある家

庭に日常生活動作が自立した同居者がいる場合，同居者の

“非平常”を検出するために“常に相手の生活状態を監視”す

るだろうか？本研究では，“非平常”を検出するために常に

データを監視する必要はなく，ふと気づいた時に相手側の

様子を確認し，“平常”であるか否かはそれぞれ家族が判断

するものとする．

生活状態の見守りを行うために，日常生活における活動

の自由を妨げないセンサを屋内に設置する．これまでに報

告されている研究［3 ― 5］のように多数のセンサを屋内や電

化製品に設置することも可能であるが，安価なセンサ費と

簡便なセンサの設置を実現させるために，本研究では最も

日常生活に密接に関わる電化製品としてテレビを選択し，

この利用状態をモニタリングすることとする．国内におい

てテレビの一般世帯への普及率は 99.5％である［10］．日常

生活の自立している在宅高齢者に対して行った家電製品や

照明に関するアンケート調査研究では，全回答者がテレビ

を毎日 3回以上利用すると報告されている［11］．さらに，

ヨーロッパ先進国における高齢者 1万人弱の調査でも 98％

がテレビを使用すると回答している［12］．ドイツとアメリ

カ合衆国における大規模な調査では，高齢女性はテレビを

毎日 4時間弱視聴することが報告されている［13, 14］．ま

た，視聴する番組に個人の嗜好が反映されることが予想さ

れるが，アメリカ合衆国の調査では最も人気のある番組は

ニュース番組であったと報告されている［14］．このように

国内だけでなく先進諸外国においても，テレビは家電製品

として広く家庭に普及し，毎日使用される電化製品であ

る．さらに，テレビ使用の習慣性を記録することで体調の

変化を検出できる可能性も指摘されている［6］．テレビの

ONや OFF状態になる変化をリアルタイムに遠隔モニタ

リングできれば，相手家族の生活の気配を感じることがで

きるのではないかと期待される．また，テレビのリモート

コントローラ（以下：リモコン）の使用状態を同時にモニ

タリングできれば，テレビが ONの状態のときの詳細な情

報や消し忘れ状態であるかなどを確認でき，相手家族の生

活の気配を感じるための手助けになることが期待される．

システムの初期導入費用を安価にするためにセンサ部を

除き，データ取得から通信に必要な機器には専用の通信機

器を用いるのではなく，対象がすでに所有しているイン

ターネット利用のための機器を利用する．すなわち，対象

は計算機（PC）をインターネットに常時接続するために，

ケーブルテレビ，各種の Digital Subscriber Line（DSL）

や光ファイバーなどの高速ブロードバンドおよび Inter-

net Service Provider（ISP）に契約していることを前提と

する．総務省が発表した 2004年末におけるインターネッ

トの世帯普及率は 87％，13歳から 50歳未満までのイン

ターネット利用率は 85％以上である．加齢とともにイン

ターネット利用率は減少するが，2003年に比べ 2004年で

は「50歳以上の伸びが比較的高く世代による格差はやや縮

小．」とまとめられている［15］．このため今後，高齢者世帯

においてもインターネット普及率が上昇すると考えられて

いる．

商用の見守りサービス利用料の中で比較的大きい割合を

占めると考えられるサービスセンタの人件費を不要とする

ため，相手世帯側を熟知している家族間で見守り合うこと

とする．モニタリングしているテレビ使用状態を参考にし

て，利用者自身が相手世帯の状況を判断し，必要に応じて

相手世帯の生活状況を訪問・電話などで確認する．これら

が可能であれば，初期導入費用はセンサ部だけとなり，商

用見守りサービスに比べてかなり安価になる．さらに，対

象が本システム利用時に負担するのは PCの運転費用，つ

まり PCの終日運転に必要な電気料金だけとなる．各電力

会社により料金の設定は異なるが，従量制で 300 kWhを超
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える最も高額な料率の国内 10電力会社の平均は 23.85 

円 /kWh（2007年 7月）である．本研究で用いるラップト

ップ型 PCはシステム運転時の消費電力が約 20 Wであり，

1か月（31日）間の電力量は 14.88 kWhとなり，本システ

ムの運転に必要な料金は 355円 /月と試算される．

繰り返しになるが，PC購入費や ISP利用費は対象が本

システムの利用の有無にかかわらず，すでに導入している

ことが前提である．本研究で開発するシステム構成では，

初期導入時に必要なセンサ部分が約 5千円 /件，PCの運転

に必要な電気料金が約 500円 /月とする．現段階では，セ

ンサ － PC間の信号伝送回線など，本構想具体化のために

はある程度の初期費用がかかる．しかし，PLC通信などを

利用しても高々 5万円程度であり，また直接配線ならば電

線代金と配線工事費のみで，はるかに少額となる．また，

システムで使用するソフトウェアは，本研究グループから

インターネット上で無償供給することとする．以上，高齢

者との「バーチャル同居」を可能とするためのシステム構

想を述べたが，その特徴を以下にまとめる．

（１）対象：遠隔地に居住する家族と介護の必要がなく日

常生活動作の自立している独居高齢者または高齢者

だけの世帯

（２）モニタリング機器：テレビ使用状態（電源 ON/OFF

とリモコン操作の有無）の遠隔リアルタイムモニタリ

ング

（３）通信機器：対象がすでに所有しているインターネッ

ト利用のための機器を利用

（４）費用：初期導入費用 5千円 /件以下および運転費用

500円 /月以下

（５）見守り：遠隔地家族と高齢者世帯間だけで双方向に 

実施

3.　システム概要

本研究では，テレビの使用状態をリアルタイムにモニタ

リングするシステムを開発した．システムは，電流セン

サ，リモコンセンサ，電力線通信（Power-Line Communi-

cations : PLC）［16］のモデム，インターネットに接続された

計算機（PC）から構成されており，高齢者世帯と遠隔地家

族が同じ構成のシステムを用いる（図 1）．以下に高齢者世

帯のテレビ使用状態を遠隔地家族がモニタリングする場合

について述べる．

3・1　テレビ使用状態の検出

高齢者世帯のテレビ電力線に流れる電流は電流センサ

（CTL-6-L-Z，U_RD社）で交流電圧信号として検出される．

この信号は増幅・整流・平滑化され，コンパレータで論理

値Hまたは Lとして出力される．一方，リモコンの使用状

態は，近赤外線受光センサ（PL-IRMO 101-3，PARA 

LIGHT社）により検出される．リモコンから出力されるパ

ルス列は，機器の製造メーカや機種によりパルス列の形式

や長さが異なる．そのため，本研究ではリモコンを操作し

たかどうかだけを判断する．近赤外線受光センサに入力さ

れるパルス列の信号は，平滑化され，ワンショット・マル

チバイブレータにより 7秒間論理値 Hとして出力される．

これらテレビセンサとリモコンセンサ回路からの論理信号

は，それぞれ PLC送信機（Tx-A：テレビ用，Tx-B：リモ

コン用）に入力される．PLC送信機に出力された論理値

は，屋内の電力配線を介して高齢者世帯側 PC-Aに，RS-

232Cで接続される PLC受信機（Rx）から入力される．こ

れらの論理信号（20 ― 25 byte）はテキストデータとして PC-

松井宏行ほか：テレビ使用状態モニタリングシステム （119）

図 1　テレビ使用状態遠隔モニタリングシステム全体の概要
Fig. 1　Schematic illustration of whole telemonitoring system for television operation’s state.



Aのハードディスクに保存される．

3・2　インターネットを介した論理信号転送

センサから得られる論理信号は，PC-Aより遠隔地家族

側 PC-Bへインターネットを介して転送され，PC-Bに保

存・表示される．安全にデータをインターネット経由で自

動転送するにはUNIXが長い歴史と実績を有している．本

研究で使用する PCは，対象がすでに所有している機器を

利用することを想定している．現在，家庭用に最も普及し

ているOSはWindows®であるため，UNIX用プログラムを

そのまま利用することは出来ない．そこでUNIXの一部の

機能をWindows®上で動作可能にしたフリーソフトウエア

cygwinを導入する［17］． 

論理信号は個人のテレビ使用状態を示すため，悪意のあ

る第 3者からデータの閲覧・改ざんなどができないように

配慮する必要がある．データ通信を安全に行う方法に Se-

cure Shell（SSH）技術がある［18］．SSHは，公開鍵・秘

密鍵を用いてデータの暗号化，ホスト認証とユーザ認証を

行い通信の安全を確保する．本研究では SSH技術を用い

て安全に通信を行うプログラム OpenSSHを使用した．指

定するコマンドを指定時刻に自動実行するデーモンプログ

ラム cronにより，1分間隔で論理信号データを PC-Aから

PC-Bにコピーする．このとき事前に確認された PC-Bに

ISPから割り振られた Internet Protocol（IP）addressをコ

ピー先として指定する．PC-Bでは，コピーされた論理信

号を高齢者世帯側のテレビ使用状態として表示する．

3・3　取得データの表示

取得されたテレビ使用状態の表示は，図 2に示すように

3種類から選択できるようにした．（ａ）現在のテレビ・リ

モコンの使用状態を詳細に確認する目的で，本日と前日の

テレビおよびリモコン使用状態を表示した．記録の時間分

解能は 1分であるが，十分普及している PCの画面解像度

XGA（1024 × 768ピクセル）で横スクロール無しにデータ

全体を見渡すことができるデータ数とするため，時間分解

能 2分で表示させた．このグラフからは，昨日と本日との

テレビ使用状態の比較およびリモコン操作間隔を定性的に

把握することが期待される．（ｂ）四季の 1季節（3か月間）

におけるテレビ使用習慣を把握する目的で，13週間分のテ

レビ・リモコン使用状態を並べて表示した．対象にテレビ

使用習慣があれば，縦の帯が表示されることが期待され

る．図では朝，昼，夜に縦の帯が認められ，習慣的なテレ

ビ使用が定性的に把握できる．屋内照明機器の点灯時刻を

約 4か月間自動記録し同様に表示すると，日没時間によく

相関することが報告されている［19］．これらより，1季節

程度の長期間を 1見できる表示方法は，テレビ使用状態の

長期間（季節）における習慣性の変化を表示するのに適切

であると考えられる．（ｃ）現在のテレビ使用の ON・OFF

状態を過去に蓄積されたテレビ使用状態のデータと比較す

ることを容易とする目的で，テレビ使用率の時間変化を曜

日ごと（左側）と全日（右側）に示した．縦線で示される

現在時刻（図 2では 19:08）は時間と共に右側へ移動する．

これにより，現在のテレビ使用状態と過去のテレビ使用率

の比較が定性的に行えると考えられる．

4.　シ ス テ ム 試 用

4・1　対象

本システムを遠隔地に居住する 2組の親子（4世帯）で

試用した．一組目は富山市内在住の遠隔地家族世帯（4名：

男 44歳（サラリーマン），女 39歳（専業主婦），11歳と 7

歳（小学生），以下被験者宅 A）と京都市内在住の親世帯

（2名：男 74歳（無職），女 69歳（体操指導員），以下被験

者宅 B）で，2006年 2月 5日 から 2007年 4月 10日までの

約 14か月間試用した．2組目は富山市内在住の遠隔地家族

世帯（1名：男 22歳（大学生），以下被験者宅 C）と金沢

市内在住の親世帯（2名：男 56歳（サラリーマン），女 51

歳（内職），以下被験者宅 D）で 2005年 12月 31日から

2007年 4月 29日までの約 16か月試用した．ただし，セン

サは他の研究でも利用していたため，本研究では，被験者

宅Aではリモコン使用状態の測定を 2007年 1月 16日より

開始し，被験者宅 Cではテレビおよびリモコン使用状態の

測定を 2006年 3月 5日から 2006年 7月 14日までの期間中

止していた．

各被験者には試用前に研究に関する十分な説明を行い，

書面によるインフォームドコンセントを得た．

4・2　試用結果

1年以上の試用期間中，2組の親子宅では双方向で安定し

たデータの送受信が行われ，相手側のテレビ使用状態をリ

アルタイムに確認することが可能であった．ただし，被験

者宅 A，C，Dは北陸地方であり，冬期に多発する雷によ

りインターネット接続用のモデムやルータがノイズや瞬時

電圧低下の影響を受け，数日機能停止することがあった．

この場合，モデムやルータを再起動させる必要があり，通

信が一時的に途切れた．また，2006年 12月 24日に被験者

宅 Dに設置されていたインターネットモデムが正常に動

作しなくなり，インターネットモデム交換までの 16日間，

通信が停止していた．被験者宅の機器に不良が発生した場

合，相手側の世帯からの電話連絡が有り，機器の再起動や

交換が行われた．また，被験者宅 Aでは 2007年 3月 5日

にインターネット接続回線が ADSLから光通信に変更さ

れた．通信は回線変更の工事時に一時的に停止したが，工

事完了後すぐに復旧した．

モニタリングされたテレビ使用状態に関する統計検定で

は，クラスカル ･ウォリス検定 ･Scheffeの方法による多重

比較が行われ，有意水準 5％以下で有意差があるとされた．

4・2・1　テレビ使用状態の結果　　被験者宅Aの各時刻

におけるテレビ使用率を図 3に示す．測定日全体の使用率

を最上段に，その下に測定日全体での曜日ごとの使用率を

（120） 生体医工学　46巻 1号（2008年 2月） 
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図 2 テレビ使用状態の表示．右側丸は現在のテレビ使用状態と現在時刻を示す．（ａ）最新 2日間のテレビ使用状態．灰色帯はテレ
ビ ON状態，短黒棒はリモコン使用を示す．（ｂ）最新 13週間のテレビ使用状態．灰色 *はテレビ ON状態，黒色 *はリモコン
使用を示す．（ｃ）テレビ使用率，左側は各曜日，右側は全日のテレビ使用状態，右下白四角は現時刻のテレビ使用率を示す．

Fig. 2 Typical example of recorded television operation’s state（TVOS）. The open circle at right side shows current status of tele-
vision usage, and current time is indicated in the open box. （ａ）TVOS in the last two days（ｂ）TVOS in the last 13 weeks. 
Gray asterisk indicates TV-ON, Black asterisk indicates remote controller-ON. （ｃ）TV usage rate. Left graphs show TV us-
age rate of each day of the week. Right graph shows TV usage rate of all the days. Bottom open bar shows current TV usage 
rate.



それぞれ示す．測定日全体の結果からは，8時頃，13時頃，

19時頃，23時頃にテレビ使用率のピークが確認される．各

曜日のテレビ使用率では，曜日によりテレビ使用時間の形

態が異なることが確認された．具体的には，平日（月曜日

 ―金曜日）には 13時頃，18時頃，23時頃にテレビ使用率

のピークが確認される．一方，休日（土曜日，日曜日）に

は，平日に認められない 7時頃および 20時頃にピークを有

しているが，平日に見られる18時頃のピークが認められな

い．これらの差異を統計的に検討するため，1時間ごとに

テレビ使用時間を集計し，各時刻におけるテレビ使用時間

に対し曜日間の検定を行った（図 4）．その結果，土曜日の

6，7時，休日の 19，20，21時，日曜日の 22時は，それぞ

れ平日の同時刻に比べてテレビ使用時間が有意に長かっ

た．

他の被験者宅のテレビ使用時間についても同上の検定を

行った（図 4）．被験者宅 Bでは日曜日の 7，8時に平日お

よび土曜日よりテレビ使用時間が有意に短い．しかし，他

の時刻では有意差は得られなかった．被験者宅Cでは休日

の 7時に平日よりテレビ使用時間が有意に短い．日曜日の

12時から 18時までは，平日よりテレビ使用時間が有意に

長い．土曜日の午後もテレビ使用時間が平日より長い傾向

はあるが，17時以外は有意差が得られなかった．被験者宅

Dでは日曜日の 6時と 8時に平日よりテレビ使用時間が有

意に短い．日曜日の 10，11時および休日の 14時から 18時

までは，平日よりテレビ使用時間が長い傾向であるが有意

差は得られなかった．

各被験者宅のテレビ使用形態の相関を検討するため，各

被験者宅の測定日全体のテレビ使用率をピアソンの積率相

関係数（以下，相関係数）を求めた（表 1）．被験者宅 B

とDは 0.86と高い相関係数を示したが，他の世帯間の相関

係数 0.5以下の低い値となった．

4・2・2　リモコン使用状態の結果　　各被験者のテレビ

ON状態におけるリモコン使用間隔頻度分布を測定日数で

正規化した結果を図 5に示す．さらに，リモコン使用間隔

の平均時間（mean ± se）を図中に示す．各被験者ともリモ

コン使用の最短間隔は1分であり，最大頻度を有していた．

（122） 生体医工学　46巻 1号（2008年 2月） 

図 4　全被験者のテレビ使用時間の時間変化．
Fig. 4　Time course of television usage rate at all subjects. 

CCsubject

0.45A-B

0.28A-C

0.38A-D

0.23B-C

0.86B-D

0.33C-D

表 1　被験者毎の全日のテレビ使用率の比較．CC :相互相関係
数

Table 1 Comparison of television usage rate of all the days in 
all subject. CC : correlation coefficient. 

図 3　被験者宅 Aのテレビ使用率．図中に測定日数を示す
Fig. 3 Television usage rate at the subject A. Numbers of 

monitoring days are indicated in the figures.



どの被験者も使用間隔が延びるにつれ頻度は急激に減少

し，使用間隔 3時間以上では 1回を表す 3 × 10 － 5を示した．

平均時間は被験者宅 Aと Bが 10分程度，被験者宅 Cと D

が 16分程度となり，親子間でほぼ同じ使用間隔となった．

しかし，2組の親子間では有意差が得られた．

4・2・3　被験者の非日常性判断　　2006年 2月 22日被験

者宅 Bの男性が，大腸内視鏡検査を受けるために自宅で下

剤を服用していた．6時 10分にテレビをつけたままトイレ

に入ったが，そのまま失神した．約 1時間後，被験者宅 B

の女性が失神している男性を発見・介護した．男性は，病

状が落ち着いてから病院で処置され大事には至らなかっ

た．このとき被験者宅Aでは，被験者宅Bのテレビがいつ

もは使用しない早朝から 11時頃まで ONとなっていたこ

とと早朝に 103分間もリモコン操作が無かったことが話題

となり，電話連絡の結果，被験者宅 Bの状況を確認するに

至った．

測定データの解析は上記試用期間のみであるが，測定は

その後も継続されている．解析対象期間外であるが，被験

者宅 C男性の通学する大学では，麻疹により 2007年 6月

30日から 7月 4日まで授業が休講となり，全学生はキャン

パス立ち入り禁止となった．6月 29日に男性は被験者宅D

女性（母親）にこのような状況を電話連絡していた．母親

は6月30日が土曜日であるにもかかわらず被験者宅Cのテ

レビが午後になっても使用されないことから男性の麻疹を

心配し電話連絡をしてきた．男性は土曜日の午後はいつも

テレビをつける習慣であるが，この日はたまたまテレビを

使用していなかったことを電話で伝えた．

5.　考　　　　　察

本研究では「高齢者とのバーチャル同居」を可能とする

ためのシステムとして，テレビとリモコンの使用状態を遠

隔からリアルタイムモニタリングするシステムを開発し，

2組の親子間で 1年間以上の試用を行った．その結果，世

帯ごと，曜日ごとに異なるテレビ使用の習慣性が記録され

た．ただし，被験者宅BとDの測定日全体のテレビ使用率

の相関係数は 0.86と大きな値が得られ，両宅では類似した

テレビ使用習慣が推測される結果となった．これは被験者

宅B男性と被験者宅D女性は，どちらも日中は主に在宅し

ている共通点があるからだと考えられる．被験者宅 A女

性（主婦）も日中に在宅していることが多いので，被験者

宅BとDと同様の使用習慣を持っている可能性がある．し

かし，被験者宅A同居者 3名のテレビ使用習慣も含めたテ

レビ使用率として相関係数を算出した場合，他 3世帯との

相関係数は低い値になったと考えられる．これより，モニ

タリングするテレビを利用する対象の人数や生活習慣によ

って，テレビ使用の習慣性が変化することが示唆された．

室内に設置された赤外線センサや機器に取り付けられた

センサから居住者の行動を推定する見守りシステムの一部

では，取得されたデータから非日常性を自動判断する試み

も報告されている［6, 20, 21］．これらでは，それぞれ被験

者 1名から取得されたデータに対する解析から，非日常性

の推定を行っている．しかし，本研究で取得されたテレビ

使用習慣は被験者宅ごとに異なることが明らかとなった．

そのため，これらの報告で開発された手法で自動判別でき

るかどうかは不明であり，すべての被験者のデータに対応

可能なアルゴリズムを開発する必要があると考えられる．

これに対して本研究では，2組の親子間でそれぞれ相手世

帯の非日常性を自分で判断し，電話連絡により確認するに

至っている．いずれの場合も本システムで表示された相手

世帯のテレビ使用状況を参考にするだけでなく，相手世帯

の周辺に起こっている生活状態の変化も含めて総合的に判

断したものと考えられる．興味深いことに，2組の親子で

はリモコン使用間隔の平均値がそれぞれ約 10分と約 16分

であり有意差が得られたが，親子間では有意差もなくほぼ

同じ値が得られた．これは親世代のテレビ使用習慣が子世

代に影響したものかもしれないが，被験者数を増やしてみ

なければ推測の域を脱しない．

本システムではリアルタイムにテレビ使用状態を遠隔モ

ニタリングできるので，被験者からは「頻繁に連絡しなく
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図 5 リモコン使用間隔の頻度分布．リモコン使用間隔の平均
値と標準誤差を図中に示す．（** : P<0.01 ; ns : 有意差無）

Fig. 5  Frequency distribution of time interval of remote 
controller-ON. Averages and standard errors（mean  ±  
se）are indicated in the figures（** : P<0.01 ; ns : not 
significant）



ても相手世帯の生活状態を推測できる」，「旅行や長時間の

外出状態を推測できる」，「早朝や深夜連絡したいときに起

床しているかどうかを判断できる」などの意見が聞かれた．

このように，本システムの利用者として前提にしている常

に相手世帯を気遣う密着性のある親子間では，いつもと異

なるテレビ使用状態を被験者自身が判断し連絡を取り合う

ことが可能であり，家族間のコミュニケーションの手助け

として利用されることが示唆された．今後，多くの実施例

を増やすことで本システムの提案している「バーチャル同

居」が有効であることを証明する必要がある．

商用の見守りサービスやこれまでに報告されている見守

りシステムは，取得されたデータをサーバに蓄積している

［3―9, 19―21］．サーバを利用すれば保守・管理に費用が発生

するが，本システムでは見守り対象となる個人が所有して

いる PCを利用しているため，保守・管理も被験者自身が

自分で実施することになる．また，商用の見守りサービス

で導入されるサービスセンタを利用せず，本システムでは

家族間でお互いに見守り行うため，人件費を排除できた．

さらに，テレビ使用習慣に関する情報も個人情報と考えら

れるが，本システムではサーバやサービスセンタを利用し

ないこと，そして SSHを利用することにより第 3者に情報

を閲覧される可能性が極め低いと考えられる．

本システムでは通信の宛先として IP addressを用いてい

る．IP addressは ISPから動的に割り振られるが，1年間

以上の試用期間中には何度か機器の再起動により IP ad-

dressが変更されることがあった．IP addressが変更され

るたびに通信が停止するので，本システムの設定を変更す

る必要があった．PCに固定 IP addressを割り振る商用

サービスも行われているが安価とはいえない．ところで

ISPから動的に割り当てられる IP addressと，そのホスト

名の対応を動的に登録・管理する仕組みとして Dynamic 

Domain Name System（DDNS）が普及してきた．インター

ネット上には無料で利用できる DDNSも複数存在してい

る．本システムにDDNSを導入すれば，動的に割り振られ

る IP addressが変更され通信が一時的に中断することがあ

っても，自動的に通信を復旧することが可能である．現

在， DDNSを導入した次期システムを開発しており，IP 

addressの変更にも対応できることを確認している．

前述したように，本研究ではシステム設置の簡便さや屋

内意匠の維持を優先するため，センサから PCまでの信号

伝送に PLC送受信機を導入した．現在のシステムでは

PLC送受信機の占める価格は小さくない．しかし，屋内意

匠や設置時間が問題とならず追加配線が容認されるなら

ば，費用は電線の代金と配線工事費のみとなり，安価にシ

ステムを設置できると考えられる．今後，実際に導入する

対象者が，利便性や屋内配線の意匠性など，各種選択がで

きるようセンサから PCまでの伝送手段を複数開発する必

要があると考えられる．

本システムを用いれば，相手世帯のテレビ使用状態を遠

隔からモニタリングできることが示されたが，生活状態を

直接モニタリングしていない．しかし，生活習慣に変化が

現れた場合には，安定した日常生活では毎日利用するテレ

ビ使用習慣にも変化が現れることが予想される．親子間で

あれば，相手家族の生活状態をある程度把握しているの

で，テレビ使用習慣に変化があった場合に訪問・電話連絡

により，生活状態を確認することが可能である．高齢者世

帯に疾病者がいる場合や生命に関わるような発病が予想さ

れる場合は，緊急時にも対応している商用の見守りサービ

スが有効であると考えられる．一方，日常生活動作が自立

しており商用サービスを購入する必要がないと考えている

親子間においては，商用の見守りサービスに比べて費用負

担の少ない本システムを利用することにより，間接的な見

守りが実現できると考えられる．

6.　ま　　と　　め

本研究では，テレビ・リモコンの使用状態を高齢者宅と

遠隔地家族宅の双方でリアルタイムにモニタリングし，テ

レビ使用習慣を利用して相手世帯を見守るシステムを開発

した．システムを 2組の親子間で試用した結果，（１）テレ

ビ使用形態が家族ごとに異なること，（２）各世帯内でも平

日と休日にテレビ使用形態が異なること，などテレビ使用

状態に世帯ごとの習慣性が確認された．これよりテレビ使

用状態を利用した生活状態の見守りが実現できる可能性が

示唆された．今後，対象を吟味し実施件数を増やすと共

に，センサから PCまでの伝送手段や非日常性の自動判断

アルゴリズムの開発などを行う必要がある．
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